
2015年3月 31日 

会員各位 

  

 

「「「「山東省菏澤市中日企業懇談会山東省菏澤市中日企業懇談会山東省菏澤市中日企業懇談会山東省菏澤市中日企業懇談会」開催のご案内」開催のご案内」開催のご案内」開催のご案内    

    
拝啓 時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。 

このたび、山東省菏澤市人民政府の張毓華副市長は政府部門と現地企業の代表団ととも

に来日し、下記要領で「山東省菏澤市中日企業懇談会」を開催いたしますので、ご案内申

し上げます。 

菏澤市は山東省西南部に位置し、人口約830万人を有する都市です。河南省、安徽省に

近接し、石炭、石油、天然ガスなどの天然資源が豊富な他、綿花、牧畜などの第一次産業

も発展しています。近年は工業化にも力を入れており、機械、化工、医薬、アパレル、木

材加工などが主要産業に成長しています。 

今回の懇談会に出席する化工、木材加工、農業などの企業代表は今後の日本との対外貿

易交流の強化を期待しています。各位におかれましても政府関係部門の担当者および企業

代表との交流を通じ、同市の状況の把握し、今後のビジネスの一助にしていただければ幸

いです。 

つきましてはご多忙のことと存じますが、ご出席くださいますようご案内申し上げます。 

敬具 

記 

 

１．日  時： 2015年4月24日（金）10:00～12:00 

２．場  所： 如水会館 「櫻の間」  

  ＜住所＞ 東京都千代田区一ツ橋2-1-1 ＜電話＞ 03-3261-1101  

３．主  催： 菏澤市人民政府 

４．協  力： 日本国際貿易促進協会  

５．参 加 料： 無 料  

以上       
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代表代表代表代表団団団団メンバーメンバーメンバーメンバー    

 政府                  企業 

張毓華 菏澤市人民政府副市長    張領峰 東明石化有限公司 副総経理 

閻 凌 同市経済信息委員会主任    劉経福 単県化工有限公司 副総経理 

楊自源 同市環境保護局局長      申 奥 定陶森菊木業公司 董事長 

梁顕海 同市外事弁公室副主任    魏景雲 東明幸和木業公司 董事長 

張建国 同市国貿促副会長      劉建洋 鄆成伸聨腸衣公司 総経理 

牛明光 東明県副県長 
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2015年4月24日（金）10:00～ 如水会館「櫻の間」 
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会社名 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

 

業種・事業内容  

所在地 〒 

TEL ： FAX ： 

E-Mail： 

 
 

お名前（ﾌﾘｶﾞﾅ） 部署・役職 

 

 

 

    

＜お問い合わせ先＞＜お問い合わせ先＞＜お問い合わせ先＞＜お問い合わせ先＞    

＊日本国際貿易促進協会 業務本部： 戸村美緒    E-mail: tomura@japit.or.jp 
東京都千代田区内神田1-9-13 柿沼ビル4F     
TEL : 03-6740-8271 FAX : 03-6740-6160 

  
【個人情報の取扱いについて】 

 1．本説明会の協力を行う日本国際貿易促進協会(以下｢国際貿促｣)は、本用紙の受領により取得した個人情報(以下｢本件

情報｣)を、本説明会の主催者と共用致します。また、国際貿促以外の者の紹介により本用紙をご提出頂いた場合、

当該ご紹介元に本件情報を提供致します。 

 2．国際貿促は、本件情報を厳重に管理の上、①本説明会の運営管理のため、及び、②今後開催される投資説明会のご案 

内のためにのみ利用致します。 

 3．国際貿促は、貴社よりご要望がありましたら、国際貿促による上記2．②のご案内を速やかに中止致します。 
 

JAPIT  


